
第2章第 4 節・防災行政

第 4 節　防災行政

　震災対策をはじめ、日常の生活事故防止など、都民生活に直結する当庁の活動に
ついて説明しています。

　首都直下地震など大規模な被害が予測される地震災害から都民の生命及び財産を守るた
め、「自助」「共助」「公助」の理念を踏まえた基本的対策に基づき、総合的かつ一体的な震
災対策を推進しています。

ア　自らの生命は自らが守るための取組の推進（自助）
（ア）　人命安全対策の推進
　同時多発する人的被害を防止及び軽減
するため、室内安全対策としての家具類
の転倒・落下・移動の防止対策や身体の
安全確保、適切な避難行動、応急救護等
に関する知識及び技術の普及を図るととも
に、事業所における防災対策を推進し、社
会全体での自助の意識醸成を促進します。

（イ）　出火防止対策の推進
　同時多発する火災の発生を防止するた

め、電力・ガスの供給再開時を含め、出
火要因となる火気使用設備・器具、電気
器具、化学薬品及び危険物施設の安全対
策を推進するとともに、出火防止行動の普
及を図ります。

（ウ）　初期消火対策の推進
　火災の延焼を防止するため、消火器や
住宅用火災警報器等の普及を図るととも
に、消防用設備等の適正な維持管理を推
進し、初期消火行動力の向上を図ります。

イ　自分たちのまちは自分たちで守るための体制の強化（共助）
（ア）　地域防災体制の強化
　地域特性に応じた防災体制の強化を図る
ため、消防団及び東京消防庁災害時支援
ボランティアと連携して、町会、自治会、
事業所等の防災指導や防災まちづくり、地
域連携体制づくり等を推進するとともに、
木造住宅密集地域等における水利を活用し
た消火活動体制の整備を推進します。

（イ）　要配慮者の支援体制の強化
　災害時に人的被害の集中が危惧される
要配慮者の被害を軽減するため、要配慮
者の情報の把握及び共有化、町会、自治
会及び社会福祉施設の協力体制づくり等を
推進します。

1　震災対策

～自助・共助と備えの大切さ～

（１） 基本方針

22〜27ページトピックス
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ウ　被害を最小限にするための消防体制の充実強化（公助）
（ア）　複合災害への対応力の強化
　地震、津波、広域にわたる浸水等による
複合災害や連続する災害、NBC災害及び
孤立地域に対する迅速かつ的確な消防活
動を実施するとともに、複合災害を想定し
た部隊の連携と安全管理の徹底を推進しま
す。

（イ）　総合的な消防活動力の充実強化
　同時多発する火災及び救助救急事象に
対応するため、多数の通報への適切な対
応、消防隊や救急隊の活動資器材等の拡
充、消防水利の整備・確保を推進するとと
もに、緊急消防援助隊の受援体制の整備
及び消防団の災害対応力の充実強化を推
進します。

（ウ）　災害情報の収集伝達体制の確立
　通信の途絶、ふくそう等による情報の空
白化及び混乱を解消し、迅速かつ的確な
消防活動を実施するため、地震被害予測

システムや画像・位置情報を活用した災害
情報の収集体制を充実強化するとともに、
多面的な通信ネットワーク及び都民に対す
る情報伝達体制の整備を推進します。

（エ）　関係機関との連携強化
　高度防災都市を実現するため、木造住
宅密集地域等における水利確保、要配慮
者の情報や災害情報のリアルタイムでの共
有、地域に根差した防災教育訓練の推進、
医療機関との連携による傷病者の搬送体
制の強化、区市町村によるり災証明発行の
相互協力等、関係機関との連携に基づく
多面的な施策を展開します。

（オ）　災害時の業務継続
　地震等の大規模災害発生時においても、
消防活動を継続的に行うため、庁舎の耐
震化、代替拠点の確保、物資の備蓄等を
推進します。
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第2章第 4 節・防災行政

ア　調査研究の概要
東京消防庁では、地震発生時の火災による被害の危険性について調査や研究を行っていま

す。調査研究の結果は、当庁の震災対策をはじめとして、東京都の地震被害の想定や震災対
策、防災都市づくりに幅広く活用されています。（図表２－４－１）

イ　東京都の市街地状況調査
東京都全域（建物の少ない山岳地域等の

一部を除く）を対象に、すべての建築物、
道路、空地等の状況をデータ化するととも
に、町丁目及び250mメッシュを集計単
位として、震災の危険度に関する各種指標

（建物構造の割合、建物の平均建ぺい率、
燃え広がりやすさ、震災時でも通行可能な

道路の割合、空地の割合等）を算出します
（おおむね5年ごとに実施：最新は平成30
年度実施　第10回調査）。

調査結果は、他の調査研究及び延焼シ
ミュレーションシステムの基礎データとして
使用されています。

東京消防庁の調査研究等 東京消防庁の施策への反映

東京都の調査研究への反映

防災都市づくりへの反映

震災対策
震災時の消防活動対策資料　など

延焼シミュレーションシステム

東京都の地震時における
地域別延焼危険度測定

その他 震災に関する調査研究

首都直下地震等による東京の
　地震被害想定

地震に関する地域危険度測定調査

延焼遮断帯の整備
避難場所・避難道路の指定
都市計画道路・公園緑地の整備など

東京都の地震時における
地域別出火危険度測定

査
調
況
状
地
街
市
の
都
京
東

■ 図表２－４－１　調査研究結果の活用

（２） 地震火災に関する調査研究
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カ　地震災害、自然災害の調査
　大規模な自然災害が発生した際には、災
害実態や被災地の状況把握のために現地
調査を実施し、災害対策に活かしています。
最近では平成 28 年熊本地震、糸魚川市

大規模火災、平成 30 年大阪府北部地震、
平成 30 年 7 月豪雨、平成 30 年北海道胆
振東部地震、令和元年房総半島台風、東
日本台風の調査などを行っています。

オ　東京都の地震時における地域別出火危険度測定
　地震時にどの地域でどのような出火危険
が大きいのかを測定したもので、町丁目及
び 250m メッシュを集計単位として算出し
ます（おおむね 5 年ごとに実施：最新は令
和 2 年度実施　第 10 回測定）。
　測定結果は、都民の出火防止対策及び

初期消火対策の推進並びに火気使用設備、
電気設備等の安全化を進めていくための資
料として活用されるほか、東京都が実施し
ている「地震に関する地域危険度測定調査」
等の基礎データとして使用されています。

エ　東京都の地震時における地域別延焼危険度測定
　地震時に出火した場合に、その火災が延
焼拡大する危険性を測定したもので、延焼
シミュレーションシステムを活用し、町丁目
及び 250m メッシュを集計単位として算出
します（おおむね 5 年ごとに実施：最新は
令和元年度実施　第１０回測定）。

　測定結果は、震災消防計画及び震災時
の水利整備基準に用いられ、地域の防災
力向上対策及び延焼拡大防止対策の推進
に活用されるほか、東京都が実施している

「地震に関する地域危険度測定調査」等の
基礎データとして使用されています。

▲平成 30 年 7 月豪雨における現地調査▲糸魚川市大規模火災の状況

ウ　延焼シミュレーションシステム
地震時に発生した多数の火災に対し、火

災の拡大状況や延焼方向を予測するもの
です。建物一棟ごとの形状や構造、階数の
データからコンピュータ上に市街地を再現

し、出火点や風向き、風速等を入力するこ
とで火災の推移や消火に必要な消防隊の
数を把握することができます。
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第2章第 4 節・防災行政

ア　家具転対策推進の背景
　東京消防庁が実施した近年の地震被害
調査では、負傷者の約 3 ～ 5 割の方々が
屋内における家具類の転倒・落下・移動に
よって負傷していることが判明しました。
　また、家具類がストーブなどに転倒・落
下・移動することで火災が発生するなど、
二次的な被害を引き起こすほか、避難通
路や出入口周辺に家具類を置くと、転倒・

落下・移動した家具類が避難経路を塞ぎ
避難の障害になることがあります。地震に
よる負傷、火災、避難障害を防ぐためには、
家具転対策が非常に大切です。

（図表２－４－２）
※ 家具転対策とは、家具類の転倒・落下・移

動防止対策のこと

0 10 20 30 40 　　50（％）

熊本地震（高層マンション）（2016年）

熊本地震（一般住宅 ）（2016年）

岩手・宮城内陸地震（2008年）

新潟県中越沖地震（2007年）

能登半島地震（2007年）

福岡県西方沖地震（2005年）

新潟県中越地震（2004年）

十勝沖地震（2003年）

宮城県北部地震（2003年）

※カッコ内は地震の発生年

40.0%

29.2% 

44.6% 

40.7% 

29.4% 

36.0% 

41.2% 

36.3% 

49.4% 

■ 図表２－４－２　近年発生した地震における家具類の転倒・落下・移動が原因の負傷者の割合

（３） 室内安全対策
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イ　家具転対策推進の経緯
　東京消防庁では、震災による負傷者の
低減を図るため、平成 16 年度、17 年度
及び 19 年度に、関連業界・関係機関等で
構成する家具類の転倒・落下防止対策に
関する委員会を設置し、実験・検討を行い
ました。平成 21 年度からは、複写機メー
カーの協会が組織する地震安全対策ワー
キンググループに参画し、複写機の地震
安全対策について検討を行っています。
　平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本

大震災について、都内や宮城県、福島県
で家具転対策に関するアンケート及びヒア
リングを実施した結果、特に建物の高い階
層において家具類の転倒・落下・移動が多
く発生している傾向が確認されました。こ
れを受けて、平成 23 年 9 月に「長周期
地震動等に対する高層階の室内安全対策
専門委員会」を設置し審議を行い、平成
24 年 2 月に報告書を取りまとめています。

（図表２－４－３）

■ 図表２－４－３　家具転倒対策事業経緯

年度 事業名 概要

平成16 家具転対策（一般
家具）の推進

平成15年に発生した宮城県北部を震源とする地震等
を契機に、「家具類の転倒・落下防止対策に関する委
員会」を設置し、家具の地震時の挙動と転倒防止器具
の効果を検証

平成17
オフィス家 具 類、
家電製品の転倒防
止対策の推進

平成17年に発生した福岡県西方沖地震を契機に、「オ
フィス家具・家電製品の転倒・落下防止対策に関する
委員会」を設置し、事業所や中高層階の住宅等におけ
る転倒防止対策を推進

平成19
住宅の壁構造等に
着目した転倒防止
対策の推進

平成19年に発生した新潟県中越沖地震を契機に、「家
具類の転倒・落下防止対策推進委員会」を設置し、防
止対策に有効な壁構造及び補強方法等について検討

平成21

複写機の地震安全
対策ワーキンググ
ループ（WG）へ
の参画

（社）ビジネス機会・情報システム産業協会が、長周期
地震動の複写機挙動への懸念及び転倒防止対策に対す
る改正消防法の施行により、WGのオブザーバーとして
業界に対し知見の提供や業界に対する要望を実施

平成23
長周期地震動等に
対する高層階の室
内安全対策の推進

平成23年に発生した東日本大震災を契機に、「長周期
地震動等に対する高層階の室内安全対策専門委員会」
を設置し、家具類の転倒・落下に加え移動防止対策を
追加するとともに、長周期地震動等による高層階の室
内安全対策について取りまとめを実施

第
　
　
　    

章
・
東
京
消
防
庁
の
組
織
と
活
動

2

White Paper on TOKYO Fire Service 2021164



第2章第 4 節・防災行政

ウ　家具転対策普及推進方策
　東京消防庁では、家具転対策を都民に
広く普及啓発を行うため、次のような取組
を実施しています。

（ア）　家具転対策用資料の作成・配布
 　「家具類の転倒・落下・移動防止対策ハ
ンドブック」を作成し、都民等への配布や
ホームページへの掲載を行っています。

（図表２－４－４）

（イ）　家具転対策普及啓発ポスター
　都内のデザイン専門学校にデザインの
制作を依頼し、各消防署や駅等に掲示して
います。（図表２－４－４）

（ウ）　 その他
　家具転対策普及啓発動画を作成し、ホー

ムページや YouTube 等で公開していま
す。また、室内安全対策を啓発するセミ
ナーの開催や関係機関、関係業界と連携
した普及啓発を実施しています。

エ　普及啓発用資器材の活用
　自走式可搬型地震動シミュレーターは、
全方向に動くVUTON（ブトン）クローラ
を活用した一人乗りの椅子が正確に再現し
た地震動と、揺れと同期した室内被害の映
像により、地震動を疑似体験できます。
　このシミュレーターでは、過去に起きた
12 の大きな地震と、想定した 2 つの東海
地震、計 14 種類の地震メニューを体験で
きます。特に、起震車には搭載されていな
い長周期地震動を体験できることが大きな

特長です。（写真２－４－５）
　振動発生装置は、水平方向振動に特化
した簡易版地震実験装置です。可動台上
で、粘着マット等の家具転対策器具を用い
た器具効果の実験や、付属の建物模型を
使用した地震動の周期の違い（長周期・短
周期等）による共振現象の再現実験を行う
ことで、家具転対策器具の有効性及び必
要性を分かりやすく示すことができます。

■図表２－４－４　 家具転対策ハンドブック・家具
転対策普及啓発ポスター

▲ 家具転対策普及啓発ポスター
（令和２年度）

▲ 家具転対策ハンドブック 第
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Q & A
キュータの

　A　イベント会場や防災
訓練の会場で乗れるよ！
　東京消防庁公式アプリで、
いつどこで乗れるかお知らせ
しているよ。東京消防庁公式
アプリは216ページを見てね。

Q　VR 防災車に
はどうやって乗車す
るの？

■ 写真２－４－５　地震動シミュレーター

ア　防火防災訓練 
　防火防災に関する都民の防災行動力の
向上を図るため、まちかど防災訓練車によ
る初期消火訓練や起震車による身体防護
訓練のほか、救出・救助訓練、応急救護
訓練などを行っています。平成 30 年度に
運用を開始したＶＲ防災体験車は、バーチャ
ルリアリティ技術を活用し地震、火災、風
水害の災害擬似体験ができます。

▲VR防災体験車

▲まちかど防災訓練車

（４） 防火防災訓練

▲防災訓練の状況
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第2章第 4 節・防災行政

イ　総合防災教育
　幼児期から社会人に至るまでの段階に応じ、地震や火災、日常生活において生じる事故に
関する防火防災教育を実施し、将来の地域防災を担う子供たちの防火防災意識の高揚及び
防災行動力の向上に努めています。（図表２－４－６、７、８）

■ 図表２－４－７　地震に対する10の備え ■ 図表２－４－８　地震その時10のポイント 

■ 図表２－４－６　総合防災教育 

幼児
災害時には身
を守る動作が
できる

小学生
低学年
身の安全を確保
することができる
中学年・高学年
初期消火や応急
手当ができる

中学生
地域防災の担
い手になる

高校生
防火防災にお
いて社会に貢
献できる

大学生
災 害 時にボラ
ンティア活動な
どを通して社会
に貢献できる

幼児等に安全
教育を行うこと
ができる

消防職員・消防団員
災害時支援ボランティア

町会・自治会·PTA

都
民
一
人
一
人
の
防
災
行
動
力
の
向
上

防災教育教材・ マニュアル等を活用した総合防災教育

学校職員等

地震、 火災、 日常生活において生ずる事故に対する知識·行動力の向上

幼児期からの総合防災教育による “防災行動力” の向上
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家具類の転倒
・落下・移動

 

防止対策をし
ておこう 

消火の備えを
 

しておこう 

防災行動力を
 

高めておこう
 

防災知識を 

身につけてお
こう 

地域の危険性
を 

把握しておこ
う 

家族で 

話し合ってお
こう 

火災発生の早
期発見と 

防止対策をし
ておこう 

非常用品を 

備えておこう
 

・けがをした
り、

避難に支障が
な

いように家具
を

配置しておく
。 

・家具やテレ
ビ、   

パソコンなど
を

固定し、転倒
・ 

落下・移動防
止

措置をして
お

く。 

 

火災の発生に
備えて消火器

の準備や風呂
の水の 

くみ置き（溺
れ防止のため

子どもだけで
浴室に入れ 

ないようにす
る）をしてお

く。 

・火災の早期
発見のために

、住宅

用火災警報器
を設置してお

く。 

・普段使用し
ない電気器具

は、  

差込みプラグ
をコンセント

から

抜いておく。
 

・電気に起因
する火災の発

生を  

 抑制するた
め、感震ブレ

ーカー 

（分電盤型）
などの防災機

器を設

置しておく。
 

・自治体の防
災マップ等で

、自分の住む
 

地域の地域危
険度を確認し

ておく。 

・自宅や学校
、職場周辺を

実際に歩き、
 

災害時の危険
箇所や役立つ

施設を把握

し、自分用の
防災マップを

作っておく。
 

日頃から防災
訓練に参加し

て、身体防護
、

出火防止、初
期消火、救出

、応急救護、

通報連絡、避
難要領などを

身に付けて 

おく。 

 

 

けがの防止対
策 

をしておこう
 

家屋や塀の強
度を 

確認しておこ
う 

・家屋の耐震
診断を受け、

必要な補強を

しておく。 

・ブロックや
コンクリート

などの塀は、

倒れないよう
に補強してお

く。 

 

・非常用品は
、置く場所を

決めて準備し
ておく。 

・冬の寒さな
ど、季節を考

慮した用品を
備えておく。

 

・車載ジャッ
キやカーラジ

オなど、身の
周りにある 

ものの活用を
考えておく。

 

・スマートフ
ォンの予備バ

ッテリー（PSEマーク付）
 

など、必要な
電源を確保し

ておく。 

・新聞、テレ
ビ、ラジオや

インターネッ
ト

などから、防
災に関する情

報を収集し、

知識を身につ
けておく。 

・消防署など
が実施する講

演会や座談会
に

参加し、過去の
地震の教訓を

学んでおく。 

・大きな地震
の後に同程度

の地震が発生
す

る可能性があ
ることを理解

しておく。 

・食器棚や窓
ガラスなどに

は、ガラスの
 

飛散防止措置
をしておく。

 

・停電に備え
て懐中電灯を

すぐに使える
 

場所に置いて
おく。 

・散乱物でケ
ガをしないよ

うにスリッパ
や

スニーカーな
どを身近に準

備しておく。
 

 

 

・地震が発生
した時の出火

防止や初期消
火

など、家族の
役割分担を決

めておく。 

・外出中に家
族が帰宅困難

になったり、
 

離れ離れにな
った場合の安

否確認の 

方法や集合場
所などを決め

ておく。 

・家族で避難
場所や避難経

路を確認して
お

く。 

・台風等の風
水害が同時期

に発生した場
合

を想定してお
く。 

・普段のつき
合いを大切に

 

するなど、隣
り近所との 

協力体制を話
し合って 

おく。 
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　東京都総務局総合防災部では、風水害
からの避難を考えるための材料を一式に
まとめた「東京マイ・タイムライン」を令
和元年５月に作成しました。マイ・タイム
ラインとは、いざという時に慌てることが
ないよう、避難に備えた行動を一人一人
があらかじめ決めておくことです。
　「東京マイ・タイムライン」では、風水
害からの避難に必要な知識を習得しなが
ら、家族で話し合って、マイ・タイムライ
ンシートを作成することにより、適切な
避難行動を事前に整理できるようになっ
ており、マイ・タイムラインを作成するた
めの
 （1）ガイドブック
 （2） マイ・タイムラインシート（3 種類）

及び「必要な情報」シート
 （3） マイ・タイムライン作成用「行動」シー

ル
で構成されています。
　また、スマートフォンやパソコンから、
作成、保存できるデジタル版の「東京マイ・
タイムライン」もあります。

　大型の台風がやってきたり、いきなり
天気が変わって豪雨になった時など、そ
のときになってから、いろいろ考えていて
は安全・安心な行動はできません。いざ
という時のため、日頃から危機感をもっ
て備えることが大切です。
　東京マイ・タイムラインは、台風、長引
く大雨、急な豪雨から、みなさんの命を
守るツールです。東京マイ・タイムライン
で風水害に備えましょう。
　詳しくは東京都防災ホームページ
　（www.bousai.metro.tokyo.lg.jp）
をご覧ください。

「東京マイ・タイムライン」

コ ラ ム
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第2章第 4 節・防災行政

ア　災害時支援ボランティア制度
（ア）　発足の経緯
　この制度の発足のきっかけとなったの
は、平成元年（1989 年）にアメリカ合衆
国サンフランシスコ市を中心に大きな被害
を出したロマ・プリータ地震でした。この
地震におけるボランティアの目覚ましい活
躍を目の当たりにし、日本においてもボラ
ンティアの必要性が認識されたことから、
東京消防庁では、平成 6 年から災害時支
援ボランティアの制度を試験的に導入しま
した。この試験的導入期間中である平成 7
年 1月には、阪神・淡路大震災が発生し、
その教訓などを踏まえて、平成 7 年 7 月か
ら本格運用されました。

（イ）　登録要件
　原則として東京消防庁管内に居住、勤務
または通学する15 歳以上（中学生を除く。）
で、以下のいずれかの要件を満たす方

a 応急救護に関する知識を有する方
b 過去に消防団員や消防少年団員とし

て 1年以上の経験を有する方
c 震災時等、復旧活動時の支援に必要

となる資格や技術等を有する方
（ウ）　登録方法
　居住、勤務または通学している地域を管
轄する消防署に事前に登録します。

イ　災害時支援ボランティア用資器材等について
　災害時支援ボランティアとしての活動の
際には、保安帽、被服（ジャンパーまたは
ベスト）及び手袋を貸与しています。また、
各消防署及び出張所には、災害時支援ボラ

ンティア用の救急バッグを配置しています。
　訓練や活動時における事故の補償として、

「ボランティア活動保険」に当庁で一括加
入しています。

ウ　活動内容について
（ア）　震災時の活動
　震災時の活動では、各消防署への自主
的な参集後、それぞれ活動するチームを編
成します。災害の状況に応じて、消防署か
らの活動支援の要請により、消防職員の
指揮下で活動することになります。

a 応急救護活動
b 消防署内での後方支援活動（帰宅困

難者に対する道案内、給食支援活動、
仮設トイレ等の設置など）

c 消防署外での後方支援活動（食料・
飲料水の搬送、簡易水槽の設定など）

d 消防用設備等の応急措置の支援

　東京消防庁では、東京消防庁管下で震度 6 弱以上の地震が起きた際や、大規模な自然災
害等が発生した際に、消防署の支援を行うボランティアを募集しており、現在約 4,300 人の
方が登録して活動をしています。

（５） 災害時支援ボランティア

第
　
　
　    

章
・
東
京
消
防
庁
の
組
織
と
活
動

2

White Paper on TOKYO Fire Service 2021 169



　令和 2 年中の住宅火災による死者は 71
人で、出火原因別にみると「たばこ」が 13
人（18.3%）と最も多く、次いで「ストーブ」
が 9人（12.7%）、「放火」が 8 人（11.3%）
となっています。（図表２－４－９）
　最も多くの死者が発生している出火原因
である「たばこ」をみると、死者 13 人のう
ち火種が落ちて出火する「火源が落下する」
が 10 人（76.9%）、「不始末」が 3 人（23.1%）
となっています。「火源が落下する」とは、
たばこの火源が布団やごみくず等の可燃物

43.7%
31人
不明

その他 3人 4.2%

こんろ 4人 5.6%

放火
8人 11.3%

コード 3人 4.2%

12.7%
9人

ストーブ
18.3%
13人
たばこ

（イ）　平常時の活動
a 地域の防災リーダーとして、地域の

防火防災訓練での指導
b 災害時の活動に備え、各種訓練への

参加

c チームリーダー以上を目指す人を対
象とした講習への参加

d 消防出初式等の各種行事への参加
e その他、登録消防署の要請による活

動

2　住宅防火対策

■ 図表２－４－９　出火原因別死者の割合

（１） 出火防止対策

▲ 応急救護指導▲ 搬送支援活動

7ページトピックス
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第2章第 4 節・防災行政

　すべての住宅に設置が義務化されている
住宅用火災警報器をはじめ、東京消防庁
管内では火災予防条例において「住宅用防
災機器等」として消火器、住宅用スプリン
クラー設備、その他の初期消火に必要な
機械器具または設備（小型の住宅用消火器、
エアゾール式簡易消火具等）の設置及び維
持管理、燃えにくい防炎性を有する寝具、

衣類、カーテン及びじゅうたんの使用に努
めるよう促しています。
　住宅用火災警報器については設置促進、
適切な維持・管理を推進するとともに、他
の住宅用防災機器等についても各種広告
物や広報媒体を活用し、引き続き普及促進
を図ります。

不始末
3人
23.1%

火源が落下する
10人
76.9%

に落下し火災となったものです。「不始末」
とは、吸い殻でいっぱいの灰皿等へ火種の
残ったたばこを捨てたり、ごみ箱やごみ袋
へ捨てたことによって火災となったもので
す。（図表２－４－10）
　住宅火災においては、身近な物から火災
になり、死者が発生する傾向が見られます。
扱い慣れている器具等を使う場合であって
も油断することなく、常に火災予防に努め
ることが重要です。

▲ 防炎及び非防炎割烹着の燃焼状況比較▲ 左から消火器、住宅用消火器、エアゾール式
簡易消火具

■ 図表２－４－10　
　 たばこによる住宅火災死者の経過

（２） 住宅用防災機器等の普及促進
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　住宅用防災機器等が功を奏した事例が数多く報告されていますので、その一部を紹介します。

【事例1】住宅用火災警報器の鳴動により早い発見、 通報、初期消火につながった事例

火災の程度 ぼや 死傷者の発生状況 負傷者あり

奏功機器・設置場所 住宅用火災警報器（煙式）・台所

この火災は、共同住宅の居住者（男性・60代）が、調理のため鍋を火にかけたまま、別の部屋
で寝込んでしまったため、時間の経過とともに鍋が過熱され続け、鍋の中の食材とこんろ周囲の可
燃物に着火し、火災となりました。

居住者は、住宅用火災警報器の鳴動音に気付き、台所を確認すると、鍋から炎が立ち上がって
いたため、鍋をシンクに移し、水道水をかけて初期消火しました。

同じ共同住宅の別の部屋に住んでいる隣人は、住宅用火災警報器の鳴動音が聞こえたため、玄
関を出て周囲を確認すると、火元の部屋から煙が出ているのを発見したため、１１９番通報しました。

発見者 居住者・隣人 通報者 隣人 初期消火 あり

【事例2】住宅用火災警報器の鳴動により早い発見、通報、初期消火につながった事例

火災の程度 ぼや 死傷者の発生状況 負傷者あり

奏功機器・設置場所 住宅用火災警報器（複合型）・居室

この火災は、住宅の居住者（男性・50代）が、布団の上で寝たばこをしたため、たばこの火種
が布団に落下し、無煙燃焼を継続して布団に着火し、火災となりました。

居住者の家族は、別の部屋で寝ていたところ、住宅用火災警報器の鳴動音が聞こえたため、火
元の部屋を確認すると、布団から煙が出ているのを発見し、洗面器で水をかけ、初期消火をし、
１１９番通報しました。

発見者 居住者家族 通報者 居住者家族 初期消火 あり

【事例3】住宅用火災警報器の鳴動により早い発見、通報につながった事例

火災の程度 ぼや 死傷者の発生状況 なし

奏功機器・設置場所 住宅用火災警報器（煙式）・居室

この火災は、住宅の居住者（男性・40代）が、就寝中に寝返り等をした際に、掛布団が電気ストー
ブに接触し、火災となりました。

居住者は、住宅用火災警報器の鳴動音により目を覚まし、周囲を確認したところ白煙と焦げくさ
い臭いがしたため、電気ストーブの電源を切り、掛布団を電気ストーブから離し、１１９番通報しまし
た。

発見者 居住者 通報者 居住者 初期消火 なし
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第2章第 4 節・防災行政

【事例4】住宅用消火器による初期消火により火災の延焼を防いだ事例

火災の程度 ぼや 死傷者の発生状況 なし

奏功機器・設置場所 住宅用消火器・玄関

この火災は、共同住宅の居住者（女性・70代）が、ストーブの火を消さずに、灯油を補給したと
ころ、燃料タンクのキャップが緩んでいたため、灯油がこぼれ、ストーブの火が引火し、火災となり
ました。

火災の知らせを聞いた家族Aが、台所で濡らしたタオルをストーブに被せましたが、消火できな
かったため、玄関に設置していた住宅用消火器で初期消火しました。同時に、火災の知らせを聞い
た家族Bが、１１９番通報しました。

発見者 居住者 通報者 居住者家族 初期消火 あり

【事例6】 住宅用火災警報器の鳴動により火災の早い発見、通報、初期消火につながった
事例

火災の程度 ぼや 死傷者の発生状況 なし

奏功機器・設置場所 住宅用火災警報器（煙式）・居室

この火災は、住宅の居住者（女性・50代）が、仏壇の灯明に火をつけたままその場を離れたと
ころ、灯明の火が周囲の可燃物に接触し、火災となりました。

居住者は、住宅用火災警報器の鳴動音が聞こえたため、確認すると、仏壇から火が上がっている
のを発見し、１１９番通報しました。

居住者の家族は、寝ようとしていたところ住宅用火災警報器の鳴動音で火災に気付いたため、風
呂場で洗面器に水をくみ、仏壇にかけて初期消火しました。

発見者 居住者 通報者 居住者 初期消火 あり

【事例5】 住宅用火災警報器の鳴動により火災の早い発見、通報、初期消火につながった
事例

火災の程度 ぼや 死傷者の発生状況 なし

奏功機器・設置場所 住宅用火災警報器（煙式）・居室

この火災は、共同住宅の居住者（男性・40代）が、コードがすのこに挟まれ、折れ曲がった状
態のままルームライトを使用していたため、コードが短絡し、火災となりました。

居住者が別の部屋にいたところ、住宅用火災警報器の鳴動音が聞こえたため、確認すると、煙が
充満し、ルームライト付近に炎が上がっているのを発見しました。居住者は、家族に119番通報を
依頼し、家族が１19番通報しました。

居住者は、風呂場の浴槽の水を風呂桶でかけて初期消火しました。

発見者 居住者 通報者 居住者家族 初期消火 あり
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（２）高齢者の事故防止対策

　ホームページや SNS 等を活用し、高齢
者に特徴的な事故の防止について注意喚
起を行っています。高齢者に特徴的な事故
とその対策について掲載した「STOP! 高
齢者の事故」の冊子を、都内の一般乗合
バス事業者の定期券発売所等でシルバー
パスの新規発行者に配布しています。

（図表２－４－12）

（１）子どもの事故防止対策

　ホームページや SNS 等を活用し、子ど
もに特徴的な事故の防止について注意喚
起を行っています。また、乳幼児の事故は、
周囲の大人が注意することで事故防止につ
ながるため、乳幼児の特徴的な事故の対
策について掲載した「STOP! 子どもの事
故」の冊子を、都内の区市町村の窓口で
母子健康手帳とともに配布しています。

（図表２－４－11）

主なホームページ掲載内容
◦歯みがき中の事故の注意喚起と対策
◦窒息・誤飲による事故の注意喚起と対策
◦おぼれる事故の注意喚起と対策
◦やけどによる事故の注意喚起と対策
◦挟まれによる事故の注意喚起と対策
◦転落事故の注意喚起と対策
◦留守番中の事故の注意喚起と対策

主なホームページ掲載内容
◦おぼれる事故の注意喚起と対策
◦ころぶ事故の注意喚起と対策
◦窒息・誤飲による事故の注意喚起と対策
◦熱中症の注意喚起と対策

3　日常生活事故防止対策

■ 図表２－４－11　子どもの事故に関する
主なホームページ掲載内容及び冊子

■ 図表２－４－12　高齢者の事故に関する
主なホームページ掲載内容及び冊子

　子どもの 
事故防止冊子

　高齢者の 
事故防止冊子

東京消防庁

知って防ぐことができる事故があります。大切な子どもを守るために・・・

 

東京消防庁
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第2章第 4 節・防災行政

（４） 社会的関心が高い事故
及び重大事故防止対策 

　社会的関心が高い事故や重大事故が発
生した場合は、報道発表、ホームページ、
SNS 等を活用しタイムリーに注意喚起を
行っています。（図表２－４－14）

（３） 季節の事故に関する事
故防止対策

　ホームページや SNS 等を通して季節の
事故をタイムリーに発信し、注意喚起を行っ
ています。特に夏場に多くの方が救急搬送
される熱中症に関しては、ポスターを作成
し各種イベントを通して都民に注意喚起を
行うとともに、都内の幼稚園や小学校など
に対しても注意喚起を行っています。

（図表２－４－13）

◦指等を切断する事故
◦宅配ボックスに子供が閉じ込められる事故
◦掃除中の事故
◦歩きスマホ等に係る事故
◦耳かき中の事故
◦河川やプール等での水の事故

主なホームページ掲載内容

夏
場

◦熱中症の注意喚起と対策
◦河川やプール等における事故の�
注意喚起と対策

冬
場

◦餅などによる窒息事故の注意喚起
と対策
◦積雪や凍結路面に係る事故の注意
喚起と対策

■ 図表２－４－14 
注意喚起を実施した主な事故

■ 図表２－４－13 
季節の事故に関する主なホームページ
掲載内容
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イ　総合的な防火防災診断の奏功事例
（事例 1）たばこ
　高齢者宅でたばこの灰により畳等が煤け
た状態を発見したので、火災危険と吸殻の
始末について指導を実施しました。また、
高齢者安心センターやケアマネジャー等に
速やかに情報提供を実施し、関係機関と連
携した安全対策を図りました。その後状況

確認を実施したところ、適切な喫煙状況に
改善されていました。

（事例 2）暖房器具
　電気ストーブの上部に洗濯物が干してあ
り、落下する恐れがあったため、火災危険
について伝えたところ、すぐに洗濯物を別
の場所に移動し、火災を未然に防ぎました。

ア　総合的な防火防災診断の概要
　東京消防庁では、地域が一体となった防
火防災対策による安全・安心の実現を掲
げ、区市町村、町会・自治会、地域包括
支援センター、社会福祉協議会、民生児
童委員等の関係機関と積極的に連携して、
要配慮者に対する各種防火防災対策を推
進しています。
　そのなかのひとつの事業である総合的
な防火防災診断は、高齢者、障害者など
災害発生時に支援が必要な方のお宅を消
防職員が戸別に訪問し、火災、地震、日

常生活事故等の危険性をチェックし、安全・
安心な生活を送るためのアドバイスなどを
行うもので、東京消防庁管内の全消防署
で実施しています。（図表２－４－15）

4　要配慮者の安全対策
（１） 要配慮者の居住環境の安全化

Q　一人暮らしの
おじいちゃんのお家
が、火事になったら
どうしよう…

Q & A
キュータの

　A　東京消防庁では、　　
災害発生時に支援が必要な方
のお宅を訪問し、火災等の危
険性をチェックし、アドバイスな
どを行う総合的な防火防災診
断を行っているよ。 
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第2章第 4 節・防災行政

（事例 3）こんろ
　ガスこんろ脇に殺虫剤のスプレー缶が置
かれていたので、引火の恐れがあり非常
に危険であることを説明し、その場でスプ
レー缶を移動することで、火災を未然に防
ぎました。

（事例 4）ろうそく
　仏壇のろうそく周囲に燃えやすい物が
あったため、すぐに取り除き、近くには何
も置かないように指導し、火災を未然に防

ぎました。また、ろうそくに火をつけたま
ま周りの物を取ろうとすると、服に火が燃
え移る恐れもあると指導し、着衣着火への
注意を促しました。

（事例 5）電気器具
　診断に同行した電気事業者が漏電を発見
し、コンセントが完全に差し込めていない
ことが原因であったため、コンセントを完
全に差し込み、トラッキング火災を未然に
防ぎました。

ア　安否確認や避難支援を取り入れた防火防災訓練
　大地震等の大規模災害が発生した時の
行動として、自分自身の身は自分で守る「自
助」及び地域の中でご近所同士が助け合う

「共助」の考え方に基づく地域の防災力の
向上を、各種訓練等を通じて積極的に推進
しています。

そうしたなか、支援や配慮が必要となる高
齢者や障害者等の方々を大規模災害から
守るためには、平時の訓練の中に安否確認
要領や避難支援要領などの対応訓練を取り
入れることが重要です。
　各消防署では、管内にある障害者団体

（２） 要配慮者及び支援者の防災行動力の強化

■ 図表２－４－15　防火防災診断結果のお知らせ
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イ　啓発リーフレット「地震から命を守る『7 つの問いかけ』」
　防火防災訓練、防災講話等で各消防署
が配布しているリーフレット「地震から命を
守る『7 つの問いかけ』」は、災害時に支
援や配慮が必要となる方々への防災行動力
向上を目的として、災害発生時に想定され
るリスクや対応策（備えと行動）について、
時系列に沿って設定した 7 区分ごとに、そ
の要点を整理し、本人及びその支援者に分
かりやすく表現された資料です。問いかけ
方式で気づきと自主的な取組を促していま
す。（図表２－４－16）

東京消防庁では、一人暮らしの高齢者や聴覚または言語・音声等に障害のある方を対象と
する各種通報制度を整備・運用しています。

ア　自動通報
　火災が発生して住宅用火災警報器が作動した時、また、急病やけが等の緊急時にペンダン
トを押すことにより、自動的に東京消防庁へ119 番通報される制度です。なお、利用に関す
る詳細は、各区市町村の窓口までお問い合わせください。

や町会・自治会等に積極的に訓練実施の
働きかけを行い、互いが互いの存在を認識
し、有事の際には、支援が必要な方々の救
護や避難を地域住民が支援するなど、地
域の防災行動力の向上を推進しています。

■ 図表２－４－16
 啓発リーフレット
 「地震から命を守る『7つの問いかけ』」 

（３） 要配慮者の安全を確保する通報制度
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第2章第 4 節・防災行政

（ア）　住宅火災直接通報
　高齢者の方や身体の不自由な方等が
お住まいの住宅で火災が発生した時に、
住宅用火災警報器により感知し、専用
通報機から自動的に東京消防庁へ通報
されるものです。（図表２－４－１７）

（イ）　救急直接通報
　高齢者の方や身体の不自由な方等
が、急病等のときにペンダントを押すと
東京消防庁へ通報され、直ちに救急車
やポンプ車が出場するとともに地域の
協力員が駆けつけるものです。

（図表２－４－１８）

ウ　代理通報事業者認定制度
　東京消防庁が示す一定の基準を満た
す事業者を「東京消防庁認定通報事業
者」として認定し、公表しています。

（図表２－４－19）
　受信する信号により住宅火災代理通
報、救急代理通報、事業所火災代理通
報の３つの認定区分があります。（事業
所火災代理通報については 204 ページ
を参照してください。）

イ　代理通報
　代理通報とは、住宅用火災警報器や
押しボタン等からの緊急信号を警備会
社等の民間事業者が受信し、利用者に
代わって 119 番通報するものです。
　令和元年 9 月に火災予防条例が改正
され、新たに住宅からの火災通報にお
いても現場確認前の 119 番通報が可
能となり、早期の通報体制が確保され
ました。 ■ 図表２－４－19　 東京消防庁認定通報事業者認定証

■ 図表２－４－18　救急直接通報のしくみ 

■ 図表２－４－17  住宅火災直接通報のしくみ 
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エ　緊急ネット通報
　音声（肉声）による119 番通報が困難な
聴覚または言語・音声等に機能障害のある
方が緊急通報を行う補助手段として、携帯
電話やスマートフォンのウェブ機能により東
京消防庁へ火災や救急などの通報ができる
ものです。なお、緊急ネット通報を利用す
るためには、事前の登録が必要です。

（図表２－４－22）

（ア）　住宅火災代理通報
　住宅で火災が発生し、住宅用火災
警報器等が作動することにより発信
される緊急信号を、認定通報事業者
の受信センターが受信し119 番通報
するとともに、現場派遣員が駆けつ
けるものです。（図表２－４－20）

（イ）　救急代理通報
　本人や家族が急病等のときに、ぺ
ンダント等を押すことにより発信さ
れた緊急信号を、認定通報事業者の
受信センターが受信し119 番通報す
るとともに、現場派遣員が駆けつけ
るものです。（図表２－４－21）

■ 図表２－４－22　緊急ネット通報の画面 

■ 図表２－４－20  住宅火災代理通報のしくみ 

■ 図表２－４－21  救急代理通報のしくみ
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第2章第 4 節・防災行政

活動しています。（図表２－４－24）
　身近な防災に関する有識者を招いた幹部
研修会や、防火防災に関する資器材の整備
を通じて、知識技術の向上を推進していま
す。入会方法や活動の内容などは、お近く
の消防署にお問い合わせください。

　女性防火組織は、地域の女性を対象とし
て、防火防災に関する知識、技術を身に付
け、地域に対する防火防災思想の普及啓発
に寄与することを目的として結成された組
織です。
　東京消防庁管内には、丸の内消防署を
除く地域の消防署ごとに 81 の組織（立
川消防署には２組織）が結成されており、
14,893 人（令和 3 年 5 月現在）の会員が
各地域や家庭における防災リーダーとして

５　自主防災組織の育成指導

組織数 会員数（人）
８１ 14,893

■ 図表２－４－24　女性防火組織の現況

▲ 地域の行事における防火防災指導 ▲ 女性防火組織幹部研修会 

オ　119 番ファクシミリ通報
　事前登録等は不要で、FAX を利用して
119 番通報することができます。
　FAX 番号は局番なしの 119 番です。迅
速に通報できるよう、普段から FAX 機器
の近くに住所、FAX 番号、氏名等の必要
情報を記載した送信用紙を事前に準備して
おくことが大切です。（図表２－４－23）

（１） 女性防火組織

■ 図表２－４－23
 119番ファクシミリ通報カード
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ア　消防少年団とは
　消防少年団は、小学生から高校生まで
を対象として、防火防災思想の普及啓発
だけでなく、青少年の健全な育成につなが
る活動を行う組織です。丸の内消防署を除
く消防署ごとに８０の消防少年団が結成さ
れており、地域のボランティアである指導
者の皆さんに支えられながら活動していま
す。
　団員数は 4,000 人を超えて推移してお
り、未来の地域の防災リーダーを輩出して
います。（図表２－４－25）

　年代別に定められた指導カリキュラムの
下、消防署と指導者が協力して効果的な
指導育成を行っていますので、入団方法や
活動の内容など、詳しくはお近くの消防署
にお問い合わせください。

年度 団員数（人）指導者数（人）
平成30年度 4,494 1,852
令和 元 年度 4,369 1,975
令和 2 年度 4,110 1,985

■ 図表２－４－25　消防少年団の現況

（２） 消防少年団

▲ 応急救護訓練 ▲ ロープ結索訓練

▲ 初期消火訓練 ▲ 応急救護訓練（包帯法）

26ページトピックス
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第2章第 4 節・防災行政

イ　消防少年団による特色ある活動
　地域の特性に合わせて、各団で特色あ
る活動が行われています。また、東京消
防出初式では、鼓笛隊、団旗手隊等によ
る華やかな祝賀パレードを行っています。

に対する反応を高めるよう育成指導を行っ
ています。

　幼年消防クラブは、消防少年団よりも年
少である幼稚園児及び保育園児等を対象と
して、災害時には身を守る動作ができるこ
とを目標に、各園等を単位として結成され
た組織です。（図表２－４－26）
　避難訓練等に合わせ、教材等を活用し
て消防に対する興味を持ってもらい、危険

▲ 教材を活用した育成指導

組織数 クラブ員数（人）
1,572 194,007

■ 図表２－４－26　幼年消防クラブの現況

（３） 幼年消防クラブ

▲ 着衣泳法訓練

▲ 山岳救助訓練体験 ▲ 東京消防出初式における祝賀パレード
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　東京消防庁では、消防水利を適正に配
置するため、平常時の火災に対しては、国
が定めている「消防水利の基準」に基づき、
水道事業者と連携を図りながら消火栓を主
体に整備を進めています。
　震災時については、消火栓が使えなくな
ることを考慮して、「同時多発火災」及び「大
規模市街地火災」への対応の考え方に基
づき、防火水槽等の整備や河川・海など
の自然水利の確保を進めています。
　｢同時多発火災」への対応としては、管

内を一辺 250 ｍの正方形の区域（以下
「メッシュ」という）に区分し、火災が延
焼拡大する危険性が高いメッシュには 100
㎥以上の水量を、その他のメッシュには
40㎥以上の水量を確保することとしていま
す。
　｢大規模市街地火災」への対応としては、
管内を一辺 750 ｍの正方形の区域に区分
し、区域内で想定される大規模市街地火
災を消火するために必要な水量を確保する
こととしています。

６　消防水利

　消防水利の整備については、当庁が独
自に防火水槽を設置するだけではなく、防
災まちづくり等の都市基盤整備事業に併せ
た水利整備も行っており、消防水利開発補
助金交付制度を導入し、民間建物の建築
に併せた地中ばり水槽（建物の基礎ばりを
利用した水槽）の設置等を促進するととも
に、東京都水道局が管理している貯水池
等の各種水源についても消防水利として活
用を図っています。
　さらに、河川をせき止める資材（貯水
シート）や生活用水等にも転用可能な震災
時多機能型深層無限水利（深井戸）を整
備するほか、海や河川などの豊富な水量を
有する水源を活用できるように計画すると

ともに、地域住民の方々が活用しやすい水
利とするため、木造住宅密集地域内の公
園内に設置されている防火水槽の鉄蓋を、
軽可搬ポンプの吸管が容易に投入できるよ
う小蓋を併設した「親子蓋」に交換しました。
　また、当庁が管理する戦時中に設置され
た防火水槽のうち、緊急輸送道路下に設
置されているものについては、埋め戻し措
置を施して道路機能を確保し、一般道路下
に設置されているものについては、防火水
槽内部に補強及び防水措置を施すことで今
後も活用できるよう再生しています。
　なお、多摩地域については、消防水利
施設の設置等に関する事務を各市町村が
行うこととなっており、消防機関として円

（１） 東京消防庁の水利整備事業

（２） その他の水利整備事業
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第2章第 4 節・防災行政

▲ 河川せき止め資材
　（貯水シート）

▲ 親子蓋

▲ 震災時多機能型深層無限水利
（深井戸）

■ 図表２－4－27　消防水利の現況 （令和3年3月31日現在）

区　分 特別区 多摩地域
（稲城市を除く） 区　分 特別区 多摩地域

（稲城市を除く）
消火栓 89,212 46,132 受水槽 1,615 633

防火
水槽等

40㎥以上 22,495 12,387 プール 1,483 884
40㎥未満 699 381 河川・溝 1,759 722

計 23,194 12,768 海 452 0

貯水池
40㎥以上 77 135 池・ほり 194 152
40㎥未満 11 31 その他 16 0

計 88 166 合計 118,013 61,457

滑な消防活動を行うため、各市町村（稲
城市を除く）と連携を図りながら、効果的

な消防水利の整備促進に努めています。
（図表２－4－27）

▲ 経年防火水槽の再生
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